
情報通信行政・郵政行政審議会 

電気通信事業部会（第９８回）議事録 

 

第１ 開催日時及び場所 

令和元年８月２３日（金）１４時００分～１５時２３分 

於・総務省 第１特別会議室（中央合同庁舎第２号館 ８階） 

 

 

第２ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

川濵 昇（部会長）、三友 仁志（部会長代理）、大谷 和子、 

佐藤 治正、藤井 威生、森 亮二、山下 東子、吉田 裕美子 

（以上８名） 

（２）専門委員（敬称略） 

    相田 仁 

（以上１名） 

（３）総務省 

谷脇総合通信基盤局長、竹村電気通信事業部長、 

今川総合通信基盤局総務課長、大村料金サービス課長、 

中村料金サービス課企画官、梅村消費者行政第一課長、 

廣瀬電気通信技術システム課番号企画室長 

 

（４）審議会事務局 

佐藤情報流通行政局総務課課長補佐 

 

 

 

 

 

 

 



第３ 議題 

答申事項 

ア 電気通信事業法第３４条第１項の規定による第二種指定電気通信設

備の指定等について【諮問第３１１７号】 

イ 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定

電気通信設備に関する接続約款の変更の認可（網終端装置に係る接続

メニューにおける新たな区分の追加）について【諮問第３１１９号】 

ウ 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定

電気 通信設備に関する接続約款の変更の認可（令和元年度の将来原

価接続料等の再算定）について【諮問第３１２０号】 

エ 電気通信事業法の一部を改正する法律（令和元年法律第５号）の施

行に伴う関係省令等の整備について【諮問第３１１６号】 

オ 電気通信事業法施行規則の一部改正（初期契約解除に伴う対価請求

費用項目の追加）について【諮問第３１１８号】 
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開  会 

 

○川濵部会長  それでは、おそろいになりましたようですので、ただいまか

ら情報通信行政・郵政行政審議会電気通信事業部会第９８回を開催いたしま

す。 

 本日部会には、委員８名全員が出席されておりますので、定足数を満たし

ております。また、カメラ撮りの申し出がございましたので、会議冒頭の部

分に撮影がございます。ご出席の皆様におかれましては、あらかじめご了承

ください。 

 それでは、お手元の議事次第に従いまして、議事を進めてまいりたいと思

います。本日の議題は、答申事項５件でございます。 

 

議  題 

 

（１）答申事項 

ア 電気通信事業法第３４条第１項の規定による第二種指定電気通信設

備の指定等について【諮問第３１１７号】 

 

○川濵部会長 初めに、諮問第３１１７号「電気通信事業法第３４条第１項の

規定による第二種指定電気通信設備の指定等」について審議いたします。 

 本件は、総務大臣から諮問を受け、６月２１日開催の当部会において審議

を行い、６月２２日から７月２２日までの間、意見招請を実施しました。そ

の後、その結果を公表するとともに、７月２５日から８月７日までの間、２

回目の意見招請を実施しました。 

 それらの結果を踏まえ、接続委員会において調査・検討を行っていただき

ました。本日は、接続委員会の主査であります相田専門委員より委員会での

検討結果についてご報告いただきます。 

 それでは、相田専門委員からご説明をお願いいたします。 

○相田専門委員 それでは、電気通信事業法第３４条第１項の規定による第二

種指定電気通信設備の指定等につきまして、接続委員会における調査の結果
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をご報告させていただきます。資料９８－１をご覧ください。 

 本件は、全国ＢＷＡ事業者２社の設置する電気通信設備を第二種指定電気

通信設備として指定するとともに、第二種指定電気通信設備制度を全国ＢＷ

Ａ事業者に適用するために必要な規定を整備するものです。本改正案につき

ましては、先ほど部会長からご紹介がございましたように、接続委員会の調

査事項である第二種指定電気通信設備等の接続に係る事項でございますので、

２回の意見募集を実施いたしました。寄せられた意見を踏まえ、８月２２日

に開催いたしました接続委員会におきまして、本改正案及び提出された意見

に対する考え方について検討を行い、当委員会の考え方の整理を行いました。 

 当委員会といたしましては、１ページにあります報告書の１に示しました

とおり、「本件、電気通信事業法第３４条第１項の規定による第二種指定電

気通信設備の指定等については、諮問のとおり改正することが適当と認めら

れる」とのご報告をさせていただきます。 

 提出された意見及びその考え方につきましては、報告書の別添といたしま

して２ページ以降に取りまとめてございます。その具体的な内容につきまし

ては、改正概要とともに総務省よりご説明いただけるとのことですので、よ

ろしくお願いいたします。 

○中村料金サービス課企画官 それでは、総務省から説明させていただきたい

と思います。諮問事項並びに電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省

令案等に対する意見及びその考え方の２点についてご説明をいたしたいと思

います。 

 お手持ちの資料９８－１の１６ページ目をご覧ください。今回の諮問事項

については、大きく分けて２件ございました。まず１つ目として、「第二種

指定電気通信設備制度関係～第二種指定電気通信設備制度の全国ＢＷＡ事業

者への適用等～」、２つ目として、「第一種指定電気通信設備制度関係～メ

ガデータネッツに係る法定機能の廃止等～」でございます。 

 まずは、１点目についてご説明いたします。１８ページ目をご覧ください。

第二種指定電気通信設備制度は、特定移動端末設備のシェアが総務省令で定

める割合、これは１０％になっているわけでございますけれども、これを超

える電気通信設備を総務大臣が指定し、接続料及び接続条件についての接続
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約款の策定・届出等の規律を課す、こういう制度でございます。 

 今般、全国ＢＷＡ事業者である Wireless City Planning株式会社及びＵＱ

コミュニケーションズ株式会社、この２社の特定移動端末設備のシェアが上

記の割合、１０％を超えているため、当該２社の設置する電気通信設備を指

定するものでございます。また、指定にあわせて、全国ＢＷＡ事業者の設備

利用の実態に鑑み、所要の規定整備を行うこととしております。 

 ページをおめくりください。設備利用の実態といたしましては、音声伝送

役務を利用していないこと、複数事業者の二種指定設備を連携してサービス

提供を行っているものでございます。これを踏まえて所要の制度整備を行う

ものでございますが、２１ページ目をご覧ください。音声伝送役務を提供し

ていない電気通信事業者については、本制度における音声伝送役務に係る規

律を適用しないこととする、こういう所要の規定整備を行うことにいたしま

した。 

 連携については、２３ページ目をご覧ください。接続料算定方法に関する

規定整備といたしまして、特に複数事業者の二種指定設備により実現される

機能に係る接続料算定方法について整備したいと考えております。即ち、複

数事業者が機能をそれらの二種指定設備により実現する場合、総務大臣の承

認を共同して受けた上で当該機能に係る接続料を設定すること。接続料を算

定する事業者は、自らの接続会計及び他の事業者の接続会計に基づき原価及

び利潤を算定する等の方法により設定すること。他の事業者は、接続料を算

定する事業者の設定した接続料と同額として設定することとするものでござ

います。 

 次に、第一種指定に係る諮問内容についてご説明いたします。３１ページ

をご覧ください。本件については、メガデータネッツについて、設備の老朽

化により平成３０年度末に維持限界を迎えるため、当該機能の単位による接

続料設定の義務付けまでは不要になったと認められることから、当該機能を

法定機能から削除するとするものでございます。 

 以上が諮問内容２件のご説明でございます。 

 次に、パブリックコメントに付した意見及びその考え方についてご説明い

たします。２ページ目をご覧ください。パブリックコメントをした結果、９
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者から意見、１１者から再意見がございました。１ページおめくりください。 

 まず、意見１－１でございますが、これはＵＱコミュニケーションズ株式

会社からのご意見でございました。全国ＢＷＡ事業者に対する第二種指定電

気通信設備制度の設備の指定の検討に当たっては、従来の電話サービスを念

頭に決められた基準を適用することとなっているとのご意見でございました。 

 ２点目として、接続交渉上の優位性を図る観点からは、キャリアアグリゲ

ーションにおけるＭＶＮＯとの交渉上の優位性は携帯電話事業者にのみ存在

している、こういったご意見でございました。 

 これに対して、再意見として、ソフトバンク、Wireless City Planning 株

式会社様から意見をいただいております。概要といたしましては、現行の電

気通信事業法における第二種指定電気通信設備制度は、本来、単一事業者を

前提として設計された制度であることからも、上記各社・組織の意見にある

とおり、短絡的に複数事業者による連携機能に関する取り扱いを現行制度に

当てはめることは将来的にも制度上の不整合が生じる懸念が高いとのご意見

でございました。 

 これに対しまして、従来の電話サービスを念頭に決められた指定規準が適

用されている旨のご意見につきましては、２０１１年１２月の情報通信審議

会答申において、ＭＮＯ間の関係に加えて、データ伝送に係る接続が実現し

ていたＭＮＯとＭＶＮＯとの関係についても、交渉上の優位性等の考え方が

整理されたことを受けて規準は設定されているものとしております。 

 ２点目として、キャリアアグリゲーションにおける交渉上の優位性は携帯

電話会社のみに存在している旨のご意見につきましては、全国のＢＷＡ事業

者は周波数の割り当てを受けていることから交渉上の優位性を持ち得る、Ｍ

ＶＮＯへの設備開放による収益拡大のインセンティブが働いていない、端末

設備シェアが一定の割合を超えた場合には交渉上の優位性を有しているとし

ております。 

 ３点目といたしまして、第二種指定電気通信設備制度は単一事業者を前提

とした制度であり、複数事業者による連携機能に関する取り扱いを現行制度

に当てはめることは、将来的に制度上の不整合が生じる旨のご意見について

は、個々の第二種指定事業者を規律の対象とする第二種指定電気通信設備制
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度の枠組みを変えるものではなく、そうした枠組みの中で、全国ＢＷＡ事業

者と携帯電話事業者による電波利用の連携が行われている実態に鑑み、複数

の第二種指定事業者が連携して接続料を算定する仕組み等を整備するもので

あるとしております。 

 次に、意見１－２についてでございますが、意見１－１とほぼ同内容でご

ざいましたので、考え方１－１と同様としております。 

 意見１－３、１－４については賛成とのご意見でございましたので、「賛

同の御意見として承ります」としております。 

 次に、意見２－１でございますが、公正取引委員会事務総局経済取引局調

整課より、競争関係にある電気通信事業者同士により、２以上の事業者が法

定機能の全部又は一部をそれらの第二種指定電気通信設備により実現する場

合が生じることとなった場合には、独占禁止法上の問題が生じることのない

よう接続料の算定に係る規定を見直すべきとのご意見でございました。その

理由として、競争関係にある算定事業者と共同設定者がそうした情報を共有

する場合には、互いの費用、資産等の内訳が明らかになることにより、事業

者間に競争制限に係る暗黙の了解又は共通の意思が形成される場合には、独

占禁止法上問題となるとのものでございました。 

 これに対しまして、考え方として、ご意見を踏まえ、ＭＶＮＯガイドライ

ンにおいて、第二種指定事業者間の情報交換の態様によっては、市場におけ

る競争状況に照らし、公正競争上、問題になるおそれがあるため注意を要す

る旨を追記するとともに、ご指摘の場合においては、総務省において事案に

応じた適切な対応を行われることが適当としております。 

 意見２－２につきましては、ソフトバンク、Wireless City Planning 株式

会社よりの意見でございました。概要といたしましては、同一の電気通信事

業者が設置するものを第二種指定電気通信設備として指定できることとされ

ており、複数の事業者間の連携機能の取り扱いについても包含されると解す

ることは法の拡大解釈に当たる懸念が高いというものでございました。 

 これに対しまして、考え方２－２として、今般の制度改正は個々の第二種

指定事業者を規律の対象とする第二種指定電気通信設備制度の枠組みを変え

るものではなく、そうした枠組みの中で全国ＢＷＡ事業者と携帯電話事業者
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による電波利用の連携が行われている実態に鑑みて所要の措置を講じるもの

であり、法の拡大解釈には当たらないとしております。 

 意見３－１でございますが、こちらは一般社団法人テレコムサービス協会

のご意見でございました。賛同とのご意見でございますので、「賛同の御意

見として承ります」としております。 

 意見３－２でございますが、ソフトバンク株式会社、Wireless City 

Planning 株式会社よりのご意見でございました。概要といたしまして、主に

音声接続を念頭に置いており、データ通信サービスにおいて複数のネットワ

ークを１端末で利用するという利用方法は想定されていないというもの。さ

らに、全国的にサービス展開するＭＮＯの最低１社と接続等を行うことでサ

ービス提供が成り立ち得るデータ通信サービス、中でも、とりわけ電波利用

の連携機能については、音声系サービスにおける交渉優位性の判断基準をそ

のまま制度的に当てはめることが必ずしも実態に沿っているとは言いがたい。

５Ｇ時代においては、資本関係を有する事業者間に限らないネットワーク連

携機能の提供等も想定され得るところ、現行の指定電気通信設備制度におけ

る接続制度や会計制度の適用等を義務づけることがビジネス形態と合致しな

くなる可能性も十分に想定されるというものでございました。 

 これに対しまして、現在の指定基準は、主に音声接続を念頭に置いたもの

である旨のご意見につきましては、データ伝送に係る接続が実現していたＭ

ＮＯとＭＶＮＯとの関係についても、交渉上の優位性の考え方が整理された

ことを受けて設定されたものとしております。 

 さらに、周波数割り当てや収益拡大のインセンティブの多寡を根拠として、

交渉上の優位性を有することに反対である旨のご意見につきましては、全国

ＢＷＡ事業者は周波数の割り当てを受けていることから、ＭＶＮＯに対する

交渉上の優位性を持ち得る、多くの収益を得るため、ＭＶＮＯへの設備開放

による収益拡大のインセンティブが働いていない、端末設備のシェアが一定

割合を超えた場合には交渉上の優位性を有しているとされたところとしてお

ります。 

 ５Ｇ時代において新たな連携機能の提供等が想定され、現行制度が合致し

なくなる旨のご意見につきましては、今般の制度改正は全国ＢＷＡ事業者と
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携帯電話事業者による電波利用の連携が行われている実態に鑑み、複数の第

二種指定事業者が連携して接続料を算定する仕組み等を整備するものとして

おります。 

 また、なお、上記研究会において、今後５Ｇの導入等により登場すること

が想定されているさまざまな形態の事業者間連携等を踏まえた規律のあり方

について、将来的な課題として引き続き検討することが適当とされており、

こうした指摘も踏まえ、引き続き第二種指定電気通信設備制度における規律

のあり方について検討が行われていくことが適当としております。 

 意見４－１、４－２につきましては、今般の諮問には関係の薄い意見であ

りましたことから、今後の検討とさせていただきますとしております。 

 さらに、再意見４－３として、日本放送協会に関する意見がございました

ことから、本案に対する意見ではないと思われるため、担当部署に適切に情

報提供がなされることが適当としております。 

 以上でございます。 

○川濵部会長  ありがとうございました。ただいまの説明についてご意見、

ご質問はございませんでしょうか。 

 ご意見等ございませんようでしたら、諮問第３１１７号につきましては、

お手元の答申案のとおり答申したいと思いますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○川濵部会長  それでは、案のとおり答申することにいたします。 

 

イ 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定

電気通信設備に関する接続約款の変更の許可（網終端装置に係る接続

メニューにおける新たな区分の追加）について【諮問第３１１９号】 

 

○川濵部会長  続きまして、諮問第３１１９号「東日本電信電話株式会社及

び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変

更の許可（網終端装置に係る接続メニューにおける新たな区分の追加）につ

いて」について審議いたします。 

 本件は、総務大臣から諮問を受け、６月２１日開催の当部会において審議
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を行い、６月２６日から７月２４日までの間、意見招請を実施しました。そ

の後、その結果を公表するとともに、７月２７日から８月９日までの間、２

回目の意見招請を実施しました。 

 それらの結果を踏まえて、接続委員会において調査・検討を行っていただ

きました。接続委員会の主査であります相田専門委員より、委員会での検討

結果についてご報告いただきます。 

 それでは、相田専門委員からご説明をお願いいたします。 

○相田専門委員  それでは、諮問第３１１９号「東日本電信電話株式会社及

び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変

更の許可（網終端装置に係る接続メニューにおける新たな区分の追加）」に

つきまして、接続委員会における調査の結果をご報告させていただきます。

資料９８－２をご覧ください。 

 本件は、網終端装置の接続メニューにおいて、同装置の台数が３０台以下

である接続事業者を対象とする区分を新たに設けるものです。新しい区分は、

いわゆる地域事業者が主に対象となり、緩和された増設基準が適用されます。

本件につきましては接続委員会の調査事項でありますため、先ほど部会長か

らご紹介がございましたように、２回の意見募集を実施いたしました。 

 寄せられた意見を踏まえ、８月２２日に開催した接続委員会におきまして、

本案及び提出された意見に対する考え方について検討を行い、当委員会の考

え方の整理を行いました。当委員会といたしましては、１ページの報告書の

１で示しましたとおり、本件につきましては諮問のとおり認可することが適

当と認められるとのご報告をさせていただきます。 

 提出された意見及びその考え方につきましては、報告書の別添といたしま

して２ページ以降に取りまとめてございます。その具体的な内容につきまし

ては、総務省よりご説明いただけるとのことですので、よろしくお願いいた

します。 

○大村料金サービス課長  続きまして、寄せられたご意見の概要及びその考

え方についてご説明をさせていただきます。 

 資料２ページが、意見募集の結果の概要をまとめたものでございます。具

体的には、資料の３ページ以下をご覧ください。 
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 まず、意見１として、日本インターネットプロバイダー協会から寄せられ

たご意見です。こちらは、網終端装置に係る接続メニューについて、今回の

措置を評価するとした上で、今回の措置は一定の地域事業者を対象としてい

るものでございますが、全ての事業者に対する増設基準の緩和、さらにはト

ラヒックベースへの移行を進める必要があるとするものです。また、それに

加えまして、主査からご説明がございましたように、今回の措置、上限の台

数を３０台としているところでございますけれども、３０台と３１台とで必

要な利用者数に大きな開きが生じるということで、この開きを埋めるための

調整措置等が必要であるとするご意見でございます。 

 これに対する再意見ですが、これはＮＴＴ東西から寄せられたものでござ

います。インターネット接続全体の状況を踏まえ、セッション基準の見直し

の必要性について検討していくことを含め、今後とも接続事業者と連携して

トラヒック増への対応を行っていく考えであり、本メニューの上限について、

今後大きな環境変化等があった場合には、ＩＳＰ事業者と相談しながら見直

しを検討するというご意見でございます。 

 これらの意見、再意見に対する考え方でございます。まず１番目の丸で、

今回の措置につきまして評価しますとしております。その上で、２番目の丸

として、ＮＴＴ東西においては実際の通信量の状況等を確認しつつ、接続事

業者・関係団体の意見・要望を十分に考慮しながら、ＮＧＮにおけるトラヒ

ック増加への適切な取組を継続的に行うことが必要であり、総務省において

は、これについてフォローアップを行うことが適当と考えるとしてございま

す。 

 ５ページ目をご覧ください。意見２、再意見２として、個人の方から、固

定電話を維持して、ＮＴＴ東西は廃止すべき。また、再意見２の下側ですけ

れども、国民が適切で安定的な通信品質を享受できるように、通信品質の指

標の見える化のような仕組みができることを期待するものでございます。 

 考え方でございますが１番目の丸で、十分な情報に基づく消費者の選択等

を可能とするためにも、通信品質等に関する基礎的な情報が公開され、検証

できることが重要と考えますとした上で、寄せられました意見につきまして

は、今後の検討において参考とすることが適当と考えますとしてございます。 
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 最後に、７ページをご覧ください。再意見３として、日本放送協会に関す

るご意見が寄せられてございます。こちらにつきましては先ほどと同様でご

ざいますが、考え方として、本案に対する意見でないと思われるため、担当

部署に適切に情報提供がなされることが適当と考えますとしてございます。 

 以上でございます。 

○川濵部会長  ありがとうございました。ただいまの説明について、ご意見、

ご質問はございませんでしょうか。 

 佐藤委員、お願いいたします。 

○佐藤委員  ユーザーから見て、ネットワークが非常に混んでいるというこ

とで問題になっていたと思います。そこで、増設基準が緩和されて、状況は

改善されるということで、これは良いことだと思っています。 

 ただ、どれだけ改善されるかまだわからないので、やっぱり消費者目線で、

本当にネットワークを使うユーザーの利用状況がどう改善されているか、総

務省で、今後も混雑状況の変化を継続的に見ていただきたいと思います。 

 それから、セッション数に依存した現行基準というのは、トラヒックの伸

びにどうしても追いつかないので、将来的に混雑の問題が大きく緩和されな

いのであれば、増設基準自体、改めてまた検討することが必要かと思います。 

○川濵部会長  今の点に関して何かございますでしょうか。 

○相田専門委員  おっしゃるとおりと考えております。今後、引き続きフォ

ローアップをしてまいりたいと考えております。 

○川濵部会長  その他、ご意見等ございませんでしょうか。それでは、ご意

見等ございませんようでしたら、諮問第３１１９号につきましては、お手元

の答申案のとおり答申したいと思いますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○川濵部会長  それでは、案のとおり答申することといたします。 

 

ウ 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定

電気通信設備に関する接続約款の変更の認可（令和元年度の将来原価

接続料等の再算定）について【諮問第３１２０号】 
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○川濵部会長  続きまして、諮問第３１２０号「東日本電信電話株式会社及

び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変

更の認可（令和元年度の将来原価接続料等の再算定）について」について審

議いたします。 

 本件は、総務大臣から諮問を受け、当部会においてメール審議を行い、７

月２日から７月２４日までの間、意見招請を実施しました。その後、その結

果を公表するとともに、７月２７日から８月９日までの間、２回目の意見招

請を実施しました。 

 それらの結果を踏まえ、接続委員会において調査・検討を行っていただき

ました。接続委員会の主査であります相田専門委員より、委員会での検討結

果についてご報告いただきます。 

 それでは、相田専門委員からご説明をお願いいたします。 

○相田専門委員  それでは、諮問第３１２０号、東日本電信電話株式会社及

び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変

更の認可（令和元年度の将来原価接続料等の再算定）につきまして、接続委

員会における調査の結果をご報告させていただきます。資料９８－３をご覧

ください。 

 本件は、光ファイバの耐用年数の見直しに伴う将来原価接続料の再算定、

それから、フレキシブルファイバの取扱い等の適正化等を行うものでござい

ます。本件につきましても接続委員会の調査事項でございますので、部会長

からご紹介がございましたとおり、２回の意見募集を実施いたしました。寄

せられた意見を踏まえ、８月２２日に開催した接続委員会におきまして、本

案及び提出された意見に対する考え方につきまして検討を行い、本委員会の

考え方の整理を行いました。 

 当委員会といたしましては、１ページの報告書の１にございますとおり、

本件につきましては「諮問のとおり認可することが適当と認められる」との

ご報告をさせていただきます。提出された意見及びその考え方につきまして

は、報告書の別添といたしまして、２ページ目以降に取りまとめてございま

す。その具体的な内容につきましては総務省よりご説明いただけるとのこと

ですので、よろしくお願いいたします。 
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○大村料金サービス課長  ２ページからの意見募集に対して寄せられたご意

見及びその考え方について、その概要をご説明させていただきます。 

 まず、３ページをご覧ください。こちらは、光ファイバの耐用年数の見直

しに伴う将来原価接続料の再算定に関するご意見でございます。 

 まず、意見１として、ソフトバンク及びＫＤＤＩからのご意見です。いず

れも光ファイバの耐用年数の見直しについて賛同していただいた上で、当面

の間は最長でも３年以内に都度検証を行い、乖離が生じた場合には速やかに

料金を見直すべき、また、今後の定期的な見直し契機については整理が必要

であり、総務省において検証することを希望とするものでございます。 

 再意見ですが、下の２つにつきましては、それぞれＫＤＤＩ、ソフトバン

クからの再意見でございます。再意見の１番目がＮＴＴ東西からのご意見で

ございます。２０１９年度適用接続料について、光ファイバの耐用年数見直

しに伴う影響額を反映の上、再申請を実施。材質等の環境、技術の革新、経

済事情の変化による陳腐化の危険の程度という観点及び光ファイバの撤去率

をもとにした耐用年数の推計結果も踏まえ、合理的に検討した上で見直しを

実施するとともに、光ファイバの耐用年数の推計結果については、研究会や

総務省に提供していくとするものでございます。 

 これらに対する考え方ですが１番目の丸で、光ファイバの耐用年数が延長

され、令和元年度から適用されること、これについては評価をするとした上

で、２番目の丸で、経済的耐用年数については適時適切に見直していく必要

があると考えますとし、最後に、総務省においては、ＮＴＴ東西の光ファイ

バの耐用年数の見直しに関する状況について、関連のデータ等の提供も受け

て検証等を行うことが適当と考えますとしております。 

 続きまして、５ページの一番下から６ページにかけてご覧ください。意見

２です。こちらは、日本ユニファイド通信事業者協会から寄せられたご意見

でございます。加入光ファイバの利用料が低廉化され、さらに料金以外の提

供条件等についても、接続事業者が利用しやすい制度となっていくことを希

望というものでございます。 

 考え方ですが意見にあるように、加入光ファイバは今後の電話サービスの

基盤ともなり得るものであり、その利用に係る公正競争環境を確保するため、
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総務省においては引き続き、関連の検討及び取組を実施することが適当と考

えますとしてございます。 

 再意見３です。こちらは、個人の方から寄せられた賛同のご意見でござい

ます。 

 続きまして、８ページをご覧ください。こちらは、総務省の音声トラヒッ

クの統計誤りによるＮＧＮ接続料算定誤りの是正でございます。 

 意見４として、こちらも日本ユニファイド通信事業者協会から、一層ＮＧ

Ｎが利用しやすいものとなっていくために、ＮＧＮを利用した音声サービス

提供のあり方等についても議論や必要な取組をしていただくことを希望とす

るものでございます。 

 考え方として、優先パケット関係機能を含めＮＧＮの円滑な利用が行われ

ることは重要であり、総務省においては引き続き、第一種指定設備が多様な

事業者に適正・公平・透明な料金・条件で開放されるよう取り組んでいくこ

とが適当としてございます。 

 次に、（３）として、フレキシブルファイバの取扱いの適正化に関するご

意見でございます。 

 まず、ご意見として、ＫＤＤＩ及び楽天モバイルからご意見をいただいて

おります。フレキシブルファイバの提供条件について、接続ルールに準じた

利活用の整備が必要でありフレキシブルファイバについても接続ルールの対

象とすべきである。また、フレキシブルファイバ等は複数事業者で設備共用

することで、携帯電話基地局の整備費用の低廉化につながることから、早急

に実現に向けた検討を開始すべきとするものでございます。 

 これに対する再意見ですが、再意見の２番目はソフトバンクから同内容の

ご意見でございます。また、ＫＤＤＩから再意見としても、４番目のように

寄せていただいております。 

 一方で、再意見の３番目でございますが、こちらはオプテージからのご意

見となってございます。具体的には、左記意見は接続制度の趣旨にそぐわな

い、フレキシブルファイバ等に接続ルールを適用することは、設備競争の衰

退、ひいては我が国の通信インフラの脆弱化を招くおそれがあるため、設備

事業者の設備投資インセンティブに十分配慮いただきたいとするものでござ
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います。 

 再意見の１番目が、ＮＴＴ東西からのご意見であります。フレキシブルフ

ァイバの提供について、相互接続による提供、接続ルールに準じた扱いとす

ることは困難である。なお、フレキシブルファイバだけでなく、新たな卸電

気通信役務の提供も含め、利用事業者からの要望に対して柔軟に対応してい

くというものでございます。 

 考え方でございますが、１０ページをご覧ください。まず１番目の丸で、

フレキシブルファイバは、実態を踏まえれば、その提供に係る費用は当該事

業者が個別に負担することが適当としております。２番目の丸で、既存設備

が存在しないエリア等において、当該事業者の要望に基づき、当該事業者の

代わりにＮＴＴ東西が新たに設備を構築するものであり、これまでのところ、

卸電気通信役務での提供を前提にその提供条件が定められてきたものと承知

していますとした上で、これらの理由により、今般の申請については、これ

を認めなかった場合の利用事業者への影響も考慮し、一定の合理性が認めら

れると考えられるとしております。３番目の丸ですが、他方で、このフレキ

シブルファイバに用いる伝送路設備というのは第一種指定設備である固定端

末系伝送路設備であることに加え、今後、５Ｇの進展等により、その利用が

増加することが想定されることから、その提供条件等については、総務省に

おいて、まずは現状を把握した上で、必要に応じて検討を進めていくことが

適当であると考えますとしております。 

 １３ページ以下はその他のご意見で、意見６として日本ユニファイド通信

事業者協会、また、意見７は個人からのご意見、さらに、再意見８で、先ほ

どと同様ですが、日本放送協会に関する個人の方からのご意見を寄せていた

だいております。 

 これらについては個別のご説明は省略させていただきますが、それぞれに

ついて考え方をまとめて整理をさせていただいているところでございます。 

 以上でございます。 

○川濵部会長  ありがとうございました。ただいまの説明について、ご意見、

ご質問はございませんでしょうか。 

 お願いいたします。 
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○藤井委員  フレキシブルファイバの件ですが、今回の改正で、実態に合わ

せた形で卸で提供することを認めるのは良いと思いますが、５Ｇのところで

かなりファイバの重要性等が変わってくると思われますので、そのあたりに

ついては、考え方に書いてあると思いますが、ぜひ総務省でもしっかり検討

いただいて、ファイバの今後のあり方はしっかり検討いただくのが良いかと

思っております。 

 以上でございます。 

○川濵部会長  他にご意見等ございませんでしょうか。 

 どうぞ。 

○大谷委員  ありがとうございます。今、ちょうどご意見のあったフレキシ

ブルファイバについてでございますけれども、これまでの歴史を見てまいり

ますと、既存設備が存在しないエリアで敷設されて、その負担のあり方等に

ついては一定のルールが整備されてきていることもございます。実際に、こ

の考え方のところにもまとめていただいているように、フレキシブルファイ

バの敷設されている領域が幾つか種類が分けられるのではないかと思ってお

りまして、今後、５Ｇ時代の整備のために有用な地域であったり、新たなニ

ーズ等で接続に条件により利用していただくことが適切になるような部分と、

むしろ設備投資をされている事業者の設備競争にかかわるインセンティブを

重視しなければいけないところということで、濃淡が幾つかあると思います。

やはり現状を十分に確認することと将来のニーズを確認しながら、今、藤井

委員からもご指摘のあったように、引き続き対応を進めていくことが重要な

テーマであると考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○川濵部会長  その他、ご意見ございませんでしょうか。他にご意見等ござ

いませんようでしたら、諮問第３１２０号につきましては、お手元の答申案

のとおり答申したいと思いますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○川濵部会長  それでは、案のとおり答申することといたします。 

 

エ 電気通信事業法の一部を改正する法律（令和元年法律第５号）の施

行に伴う関係省令等の整備について【諮問第３１１６号】 
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○川濵部会長  続きまして、諮問第３１１６号「電気通信事業法の一部を改

正する法律（令和元年法律第５号）の施行に伴う関係省令等の整備について」

について審議いたします。 

 本件は、総務大臣から諮問を受け、６月２１日開催の当部会において審議

を行い、６月２２日から７月２２日までの間、意見招請を実施しました。 

 それでは、総務省からご説明をお願いいたします。 

○大村料金サービス課長  資料９８－４に基づいてご説明をさせていただき

ます。クリップを外していただきまして、資料１ページからが答申書（案）

になっております。答申書（案）本体に続きまして、別添１が電気通信事業

法施行規則の一部改正案の修正（案）、別添２が電気通信事業法の一部を改

正する法律附則第２条第２項の規定に基づき改正法による改正後の電気通信

事業法第 27条の３第１項の規定の例により、移動電気通信役務を指定する告

示案の修正（案）、別添３が電気通信事業法の一部を改正する法律附則第２

条第２項の規定に基づき改正法による改正後の電気通信事業法第 27条の３第

１項の規定の例により、同条第２項の適用を受ける電気通信事業者を指定す

る告示案の修正（案）、別添４が意見募集の結果となっております。 

 その後、８９ページからが概要になっておりまして、最初のページが、諮

問させていただいた段階からの電気通信事業法施行規則改正案等の修正の概

要で、その次のページ、９０ページ以下が諮問の際のご説明資料となってお

ります。また、１０９ページ以下に、今回修正があるもの以外の省令・告示

の案をつけさせていただいてございます。 

 まず、９０ページ、概要資料をご覧いただければと思います。今回の電気

通信事業法施行規則の改正等でございますが、９１ページにあるモバイル市

場の競争の促進等を内容とする電気通信事業法の一部を改正する法律の施行

に伴う関係省令等の整備を行うものであります。 

 具体的には、９４ページのとおり、対象となる移動電気通信役務の指定を

するとともに、９６ページ、９７ページにありますように、対象となる事業

者の指定の基準を定め、具体的に対象となる事業者の指定をしているもので

あります。 
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 その上で、具体的な規律として、９８ページ以下のとおり、通信料金と端

末代金の完全分離に関する措置について、通信役務の継続利用及び端末購入

等を条件として行う利益の提供、これは一律禁止をし、通信役務の利用及び

端末の購入等を条件として行う利益の提供は２万円を超えるものを禁止する

こと等としているものであります。 

 それとともに、１０１ページ以下のとおり、行き過ぎた期間拘束の是正に

関する措置として、契約期間の上限を２年とし、また、違約金等の額の上限

を１,０００円とすること等としているものであります。 

 さらに、１０７ページ以下のとおり、勧誘の適正化に関して、自己の氏名

等を告げずに勧誘する行為の禁止の例外について定めることとしているもの

であります。 

 お戻りいただきまして、８９ページが、この電気通信事業法施行規則の改

正案等について、諮問の際の案からの主な修正箇所の概要です。多くは形式

的な修正でありますが、黄色の部分、３カ所ございますが、これが提出意見

を踏まえて修正する部分でありまして、これらにつきましては、寄せられた

ご意見を紹介する中でご説明をさせていただきます。 

 続きまして、答申書（案）の別添４、ページで言いますと３７ページをご

覧いただければと思います。部会長からご紹介いただきましたとおり、６月

２２日から７月２２日まで意見募集をした結果、６７件のご意見が寄せられ

ました。こちらについて項目ごとに整理して、考え方の案とともにお示しを

していますので、順次ご説明をさせていただきます。 

 まず、３９ページをご覧ください。こちらは、電気通信事業法施行規則の

一部を改正する省令案関係のご意見で最初に総論であります。 

 意見１は、楽天モバイル、ＮＴＴドコモ等からの賛同のご意見であります。 

 ４０ページをご覧ください。意見２は、競争の抑制につながること等を理

由としたアップル等からの反対のご意見で、考え方として、現在のモバイル

市場を前提として、事業者間の競争が利用者の利益を害するものとならない

ための最低限の基本的なルールを定めるものという改正法の趣旨を説明する

とともに、総務省における今後の評価・検証の必要性について記述をしてご

ざいます。 
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 続いて４３ページをご覧ください。こちらは、自己の氏名等を告げずに勧

誘する行為に関するご意見であります。 

 意見３は、全国消費生活相談員協会からの賛同のご意見です。 

 続きまして、対象となる事業者の基準に関するご意見です。 

 意見４は、全ての事業者を対象とすべき、また、基準は今後見直しをして

いくべきという全国消費生活相談員協会、ソフトバンク等からのご意見で、

考え方としては、現在のモバイル市場の状況を踏まえたものであり、状況の

変化がある場合には、必要に応じ見直しを検討することが適当としておりま

す。 

 次に、４４ページをご覧ください。意見５は、ＭＶＮＯの特定関係法人も

対象とすべきというＮＴＴドコモからのご意見で、考え方は考え方４と同様

にしております。 

 次に、通信料金と端末代金の完全分離に関する措置の関係のご意見です。

意見６は、個人の方からの賛同のご意見です。 

 意見７は、規制に理解を示しつつ、今後の制度見直しの余地を残すべきと

いうソフトバンクからのご意見で、考え方として、総務省における評価・検

証の必要性を記述しております。 

 意見８は、上限は設定すべきでないという情報通信ネットワーク産業協会

移動通信委員会、クアルコムジャパン、在日米国商工会議所等からのご意見

で、考え方として、規律を行うことにより通信、端末のそれぞれの市場での

競争がより働くようになり、通信料金、端末代金のそれぞれの低廉化が促進

されることが期待されるという制度改正の趣旨を示すとともに、次のページ

になりますけれども、上限額の設定の考え方、また、総務省における評価・

検証の必要性を記述しております。 

 ４９ページをご覧ください。４９ページの一番下でございます。意見９は、

５Ｇの普及への影響に関する在日米国商工会議所等からのご意見で、考え方

として、次のページになりますけれども、考え方８と同様の記述をするとと

もに、２番目の丸で、５Ｇ自体の魅力が理解されるような取組により利用者

に選択されていくことへの期待、また、４番目の丸で、端末単体での販売の

際には制限はないこと等を記述してございます。 
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 意見１０は、端末代金の値引きは禁止すべきとの個人からのご意見で、考

え方として、今回の規律の考え方をお示ししつつ、次のページ、最後の部分

になりますけれども、一律禁止することまでは適当ではないという旨、記述

をしております。 

 意見１１は、事業者、代理店双方での利益の提供に関する規律の明確化に

ついてのＮＴＴドコモからのご意見で、考え方として、総務省で別に策定中

のガイドラインにおいて明記をされている旨、記述をしております。 

 意見１２は、在庫端末に関する特例は修正すべき旨のアップル、全国携帯

電話販売代理店協会等からのご意見で、考え方として、２番目の丸で、意図

的な在庫の発生や不良在庫により強い誘因力を得ることを抑制しつつ、事業

者、代理店による不良在庫処分のための特例として整理した旨を具体的に示

すとともに、最後の丸で、端末単体で販売する場合の値引きやメーカーによ

る端末の販売価格自体の引き下げには制限がない旨を記述しております。 

 ５４ページをご覧ください。意見１３は、継続的な検討の必要性に関する

情報通信ネットワーク産業協会移動通信委員会からのご意見で、考え方とし

て、総務省における評価・検証の必要性について記述しております。 

 意見１４は、ノベルティー等は禁止される利益の対象から例外とすべきと

いうソフトバンクからのご意見で、考え方として、経済上の利益の提供は形

態により規律を異ならせる理由はないことを記述するとともに、省令案での

条件に限定されない利益の提供は規律の対象とならないことを記述しており

ます。 

 意見１５は、潜脱がないようにすべきとの楽天モバイル及び全国消費生活

相談員協会からのご意見で、考え方として、こちらはそれぞれのご意見に対

応して、省令案やガイドラインでの整理等について示す形としております。 

 意見１６は、事業者による端末販売等を禁止すべきという旨の個人からの

ご意見で、考え方として、今回の規律はセット販売の際の割引を規制するも

ので、セット販売自体を禁止する等の販売方法を規制するものではないこと

を示しております。 

 ５７ページの一番下をご覧ください。意見１７は、シンプルでわかりやす

い料金プランにすべき旨の全国消費生活相談員協会からのご意見で、考え方
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として、次のページになりますが、今回の措置の趣旨として、１番目の丸で、

利用者がみずからのニーズに合った役務を適切に選択することが可能となる

こと等を記述しているところでございます。 

 ５９ページをご覧ください。ここからが、行き過ぎた囲い込みの是正関係

です。意見１８は、違約金等の上限の設定に賛成という関東弁護士会連合会

等からのご意見です。 

 ６０ページをご覧ください。意見１９は、違約金等の上限は設定すべきで

ないという個人からのご意見で、考え方として、１番目の丸で、事業者間の

競争促進のため、違約金の額を抜本的に引き下げる必要があること、また、

２番目の丸で、その上限についての考え方には一定の妥当性があることとす

るとともに、最後の丸、６１ページになりますが、こちらで総務省における

評価・検証の必要性について記述をしております。 

 続きまして、６４ページをご覧ください。意見２０は、違約金等の上限を

引き上げるべき、また、次のページ、意見２１は、違約金等は段階的な逓減

制とすべきとの個人からのご意見で、考え方につきましては、それぞれ考え

方１９をもとに記述をしてございます。 

 意見２２は、違約金は禁止すべきとの個人からのご意見で、考え方として、

一定の期間の契約を約することでメリットが得られる形態、これは他分野で

も見られるところであり、完全に禁止することは適当でないとしてございま

す。 

 意見２３は、違約金等の引き下げにより事務手数料等が引き上げられるこ

とを懸念するという楽天モバイル等からのご意見で、考え方として、１番目

の丸で、違約金はその名称の如何を問わないことを記述しつつ、２番目の丸

で、総務省における今後の状況注視の必要性について記述をしてございます。 

 意見２４は、自動更新のないプランの義務化をすべきであるという個人か

らのご意見で、考え方として、次のページになりますが、更新に係る手続の

手間の省略を望む利用者もあり得ることから、改正案のような措置は適当で

ある旨、記述してございます。 

 意見２５は、特定経済的利益について、契約を一定期間継続して締結して

いたことに応じて、利用者に対して支払われる経済的利益としての継続利用
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割引との概念の重複があるため、両者の整理を求める旨のソフトバンクから

のご意見で、こちらにつきましては、考え方として、ご意見を踏まえて原案

を修正して、定義の明確をすることが適当と考えるとして、別添１のとおり

とすることが適当としてございます。 

 意見２６は、期間拘束の有無に関する料金差についての個人からの賛同の

ご意見であります。 

 次のページ、６８ページをご覧ください。意見２７は、期間拘束の有無に

関する料金差は制限すべきでないという個人からのご意見で、考え方として、

１番目の丸で、期間拘束のない契約が実質的な選択肢となっていない場合に

は、利用者を過度に拘束するものであり、見直しが求められるという旨、記

述をしております。 

 意見２８は、継続利用割引について制限すべきでないというインターネッ

トイニシアティブ、ＮＴＴドコモ、ソフトバンク等からのご意見です。 

 考え方としましては、１番目の丸のとおり、平成２７年の「携帯電話の料

金その他の提供条件に関するタスクフォース」の取りまとめにおきまして、

高額な端末購入補助に伴う利用者の不公正の是正のために検討すべきとされ

ている一方で、２番目の丸のとおり、継続利用割引には、事業者を変更する

利用者の意向を抑制する効果があるとの議論もあったところであり、３番目

の丸にありますように、継続利用割引は、高額な端末購入補助に伴う利用者

間の不公平是正と利用者による事業者変更の抑制という２つの側面を有して

いると考えられるとした上で、今回、４番目の丸のとおり、端末代金の値引

き等を厳しく制限するとともに、違約金の額を抜本的に引き下げることとし

ており、利用者間の不公平の是正の必要性が低下する一方で、事業者変更の

抑制への対応の必要性が高まっていると考えられるとし、そのような状況も

踏まえつつ、５番目の丸のとおり、継続利用割引の上限について、年間の利

用料金をもとに、その最低水準である、１年間で利用料金１カ月分としてい

るものであって、原案について一定の合理性があると考えるとしております。 

 しかし、６番目の丸のとおり、提供される利益には、全ての利用者に利益

をもたらす通信役務の料金に関するものと、用途が限定されているため一定

の範囲の利用者にのみ利益をもたらすもの等があり、それらの間には事業者
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変更の抑制の効果に一定の差異があること等から、規律の対象となる利益は

前者に限ることとし、後者については継続利用割引の持つ事業者変更の抑制

の側面に係る規律の潜脱となっていないか等の観点から、総務省において状

況を注視し、検討していくことが適当とし、この部分について、７番目の丸

のとおり、原案を修正することが適当としております。 

 続きまして、７１ページをご覧ください。附則の関係です。意見３０は、

一定の準備期間が必要というソフトバンクからのご意見で、考え方として、

総務省による６月要請を受けまして、関係事業者において適切に対応するこ

とが期待されるとしております。 

 ７２ページをご覧ください。意見３１は、既往契約の特例の明確化に関す

るＫＤＤＩからのご意見で、考え方として、施行規則案での規定について整

理をして示しております。 

 意見３２は、既往契約の違約金は無効とすべきという楽天モバイル等から

のご意見で、考え方として、１番目の丸で、一部の利用者にとっては不利益

な変更となり得ることから無効とすることは適当ではないとしつつ、２番目

の丸で、６月要請を受けた取り組み状況等について総務省で注視し、必要に

応じ、再度の要請等を行うことが適当としています。 

 意見３３は、既往契約と新プランとの比較ができるようにすべきとの全国

消費生活相談員協会からのご意見です。また、意見３４は駆け込み対策が必

要というＮＴＴドコモ等からのご意見で、考え方として、それぞれ総務省の

６月要請に触れつつ、事業者における取り組み状況について総務省で注視し、

必要に応じ、再度の要請等を行うことが適当としております。 

 ７５ページをご覧ください。その他のご意見として、個別のご紹介は省略

させていただきますけれども、意見３５から意見４１まで様々な意見をいた

だいておりまして、それぞれについて考え方を整理させていただいておりま

す。 

 ちょっと飛びまして、８６ページをご覧ください。こちらが、役務指定告

示関係のご意見です。意見４２は、対象役務は個人のスマートフォンに係る

ものに限定すべきというソフトバンクからのご意見で、考え方として、適正

な競争関係は携帯電話サービス以外のものについても阻害され得るものであ
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ることから、スマートフォンに限らず、指定の対象とする旨、記述をしてお

ります。 

 ８７ページをご覧ください。意見４３は、タブレット向けの電気通信役務

は指定対象とすべきでないという情報通信ネットワーク産業協会移動通信委

員会及びアップルからのご意見で、考え方として、考え方４２と同様の記述

をしております。 

 意見４４は、固定して使用されるルータ向けの電気通信役務は指定の対象

とすべきという全国消費生活相談員協会からのご意見で、考え方として、当

該役務は移動電気通信役務とは異なる市場で競争しているものと考えられる

旨、記述をしております。 

 意見４５は、ＩｏＴ分野への影響を考慮し、注意深く指定すべきというイ

ンターネットイニシアティブからのご意見で、こちらのご意見は、適切なガ

イドラインの策定、運用を求めるものでございますので、考え方として、ガ

イドライン案に対するご意見と考える旨、記述をしております。 

 最後に、８８ページをご覧ください。事業者の指定告示関係です。意見４

６で、ソフトバンクの特定関係法人であるテレコムプロフェッショナルサー

ビス株式会社について、移動電気通信役務を提供していないため、原案では

指定の対象としているものですが、指定対象から除外すべき旨のソフトバン

クからのご意見であります。 

 考え方として、ご意見を受けて、総務省で改めて確認した結果、これを踏

まえまして指定告示を修正し、同社について対象から除外することが適当と

してございます。 

 以上を踏まえまして、１ページの答申書（案）でございますが、施行規則

等の一部改正について、それぞれ別添１から別添３のとおり修正した上で制

定することが適当と認められるとしてございます。 

 ご説明は以上でございます。よろしくご審議のほどお願いいたします。 

○川濵部会長  ありがとうございました。ただいまの説明について、ご意見、

ご質問はございませんでしょうか。 

 どうぞ、森委員。 

○森委員  ご説明ありがとうございました。施行規則第２２条の２の枝番に
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ついて申し上げます。こちらは、意見募集の結果の意見もたくさん出ていて、

様々な意見が出ているところかと思います。前回も長期利用割引のことで、

こうじゃないのではないかというようなことを申し上げましたけれども、基

本的には答申書（案）のとおりで結構だと思います。結構だとは思いますけ

れども、今回のこれについては、やはり普通とは違う側面はあるかなと思っ

ていまして、特に数字を伴う制限になっているところにおいて、その数字を

どう計算するのかが、こうすればこれが正しいとか合理的なものであるとい

うことがなかなか導き出せないということがあったかと思います。 

 それは意見の中に、拙速というような話もありましたけれども、拙速とか

そういうことでは基本的になく、時間をかけても、じゃ、２万円がいいんだ

とか３万円がいいんだ、１,０００円はちょっと安過ぎるんじゃないか、４,

０００円、５,０００円がいいんじゃないかというようなご意見がありまし

たけれども、よく考えても、なかなか合理的な数字を見つけ出すことができ

ない。 

 したがって、今回、介入するか介入しないか、規制するか規制しないかと

いうことであれば、それは規制しようということになったわけですけれども、

その具体的な中身については、どうしても実験的な側面があるということで

す。実験的に介入するということになりますと、表現は悪いかもしれません

けれども、でも、これは仕方のないことで、やるんだったらこのようにやる

しかない。その結果としてどうなるかといいますと、法改正全般について、

状況を注視して、その検証をということは言われますけれども、こういった

事柄、今回に特有の事柄がある以上は、その点については非常にレベルの違

う、しっかりとした柔軟な対応が求められるのではないか。普段にも増して

評価と検証が重要であろうと思います。 

 仮にうまくいかなかったとしても、それはもともとの規制の導入が、こう

いう実験的な側面のあるパッケージだったわけですから、それは、あのとき

にきちんと決めなかったのはよくないんじゃないか、そういう話ではなくて、

もともと実験的なものとして始めようとしたわけですから、それは正しく、

実験的な性格に鑑みて、機敏に修正していく、対応していく、変えていくこ

とが普段にも増して強く求められるのではないかと思います。 
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 若干細かいことを申し上げれば、これらは非常に一体的なものになってい

て、例えば、継続利用者割引の制限というのは、一方で行き過ぎた端末購入

の補助ができなくなるからというところとセットになっている。今回のパッ

ケージというのは一体的に組み合わさっているので、うまくいかなかったと

きは、やはり一体的に見直しをするということで、通常の法令の改正以上に

評価・検証をしっかりやっていただきたいと思います。 

 以上です。 

○川濵部会長  この点、何かございますでしょうか。 

○大村料金サービス課長  ありがとうございます。ご指摘のとおり、今回の

規律はかなり影響が大きいものですし、通信市場、端末市場、それぞれの市

場に対してかなり変革をもたらすものであると考えております。従いまして、

考え方でも随所で書かせていただいているところでありますけれども、総務

省では、施行後の状況について毎年度きちんと評価・検証を行い、その結果

を踏まえて、必要に応じて規律の内容自体の見直しも行っていきたいと考え

ておりますので、その過程でまた手続的にもきちんと広くご意見を伺いつつ

進めていきたいと考えております。ありがとうございます。 

○川濵部会長  その他、ご意見、ご質問ございませんでしょうか。大谷委員、

どうぞ。 

○大谷委員  どうもありがとうございます。これだけたくさんの方に関心を

持っていただき、多くのご意見を集める、それだけ影響力の大きい新たな規

制の導入だったということだと思いますが、その中でも特に印象深かったの

が、スマートフォンの製造メーカーであるアップルからの意見をいただいて

いるということかと思います。 

 既に事務局からもご説明がありましたように、通信そのものだけではなく、

やはり端末市場への介入という、端末市場への影響の大きさが今回の規制の

特徴だったと思っております。通信サービスそのものについての検証もさる

ことながら、やはり端末の購入の補助を通じて、もしかすると、その端末の

提供価格が高止まりしていたのではないかというのを我々は懸念していると

ころですので、それが今回の規制の導入に伴って、端末の価格がどのように

変遷していくのか、新たな端末が投入されるわけですから単純比較は難しい
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かと思いますけれども、その影響等についても見極めていく必要があると思

っておりまして、事務局、総務省に対してとりわけお願いしたいと思ってい

るところです。 

 併せて、今回、意見を述べられたスマートフォンの製造業者等につきまし

ては、規制の検討のプロセスに参加していきたいという意見表明もなされて

いるところですので、端末市場に与えている影響の程度ですとか、あるいは、

この施策が狙ったとおり、奏功しているのかどうかについて、我々が検証す

るために必要なデータ、情報がある場合には、その提供にご協力いただき、

ぜひ透明なプロセスの中で検証ができるようにご協力いただければと思って

おります。意見として申し上げます。ありがとうございます。 

○川濵部会長  意見について何かございますでしょうか。 

○大村料金サービス課長  いただいたご意見のとおりだと思っております。

総務省で今後、評価・検証を行っていくに当たりましては、電気通信事業者

をはじめ関係者の皆様にご協力を得ながら、定性的な分析のみならず定量的

な分析をきちんと行っていけるようにしたいと思っております。 

 その過程では、ご意見をいただいているような端末メーカーの方々等にも

お声がけをして、ご協力を要請していきたいと思っております。ありがとう

ございます。 

○川濵部会長  その他、ご意見、ご質問ございませんでしょうか。吉田委員、

どうぞ。 

○吉田委員  ご説明ありがとうございました。私もこの案には賛成でござい

ますが、消費者の立場から一言意見を述べさせていただきますと、この情報

が一般にはまだまだ知られていない、周知されていないと思われますので、

ぜひその辺をしっかり情報提供していただいて、施行日までにはちゃんと皆

さんに周知されるように、そして、それ以降もしっかり説明を各店舗でして

いただけるように、知らなかったということがないように施行していただき

たいと思います。 

○大村料金サービス課長  ありがとうございます。改正法の施行に向けまし

て、今、省令等をご審議いただいているところですけれども、制度整備、大

分整理がついてきましたので、関係者に対する周知等に努めていきたいと思
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っています。 

 また、改正法の施行に向けて、利用者が混乱することなく、十分な情報を

もとに判断していけるようにすることが非常に重要だと思っておりまして、

一義的には制度改正を受けて各事業者において対応していただくものと考え

ておりますが、その点についても、総務省としても、ご指摘を踏まえて、関

係事業者に対して要請する等、コミュニケートしていきたいと考えておりま

す。ありがとうございます。 

○川濵部会長  あとはご意見、ご質問ございませんでしょうか。 

○三友部会長代理  ありがとうございます。先ほど、森委員からも大谷委員

からも、今後の継続的な見直しというお話がございましたけれども、やはり

今回の法律の改正につきましては目的があるわけでして、それは総務省から

の資料の９１ページにあるように、モバイル市場の競争の促進、利用者利益

の保護、この２つが大きな柱となるわけであります。今後、評価をするに当

たっては、評価基準は何なのかが非常に重要となります。言葉としては、競

争の促進、利用者利益の保護というのはわかりますが、では、それらは具体

的に何なんだろうかというところ、評価の基準をやはりちゃんと作っていた

だきたく、またそれがぶれないようにしていただくということが非常に重要

だと思います。 

 都合よく状況を解釈することも可能なわけでありまして、ここに挙げた法

律を改正する意図が将来、適切に反映するように、そこのところは心してや

っていただければと思います。 

 以上です。 

○大村料金サービス課長  ありがとうございます。ご指摘のように、事後的

な評価はなかなか難しいところがありまして、どのような形で分析をするの

かは検討しなければいけないと思っています。その際に、先ほども申し上げ

ましたとおり、できる限り定量的な分析もしていきたいと思っているのです

が、どういう指標が実態をうまく切り取れるものなのか、ここもきちんと考

えていかなければいけないと思っていまして、評価の方法を含めまして、関

係者にご相談をしながら、評価・分析・検証を進めていきたいと思っており

ますので、引き続きご意見、ご指導をお願いいたします。 
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○川濵部会長  その他、ご意見、ご質問ございませんでしょうか。 

○山下委員  皆さん発言されて、今日、私、発言していないので。この方針

についてではなく、施行後というのでしょうか、その前後について一言だけ

申し上げたいと思います。 

 結局、新しい制度は、これから施行後に契約されたものに対して当てはま

るもので、そうすると、施行直前、ちょうどこれから消費税の税率が変わっ

たり、消費者を取り巻く新しい事業者が入ってきたりとか、消費者を取り巻

く環境が大きく変わるときですので、本当に駆け込みで旧制度のままの契約

が進んだりとか、旧制度で契約したのに新制度だと誤解してしまうような消

費者の方がいらっしゃったりとか、そういうことが様々に起こるのではない

かと思います。 

 また、関係している供給側といいますか、販売店も非常に大勢の方が絡ん

でいらっしゃるので、皆さんに、売り手もきちんと周知できるのだろうかと

いう心配もあります。あと、どのぐらいの期間猶予があるのかわからないで

すけれども、その間に、売り手と買い手双方が、これから何が起こるのかと

いうことがよく理解できるような周知の仕方が大事だと思いました。 

 以上、感想というか、意見でございます。 

○大村料金サービス課長  ありがとうございます。ご指摘のように、施行日

に向けて駆け込みが行われ、それによって利用者がよく理解しないままに駆

け込みすることによって、引き続き過度な拘束を受けることがあっては問題

だと思っていますので、そういうことがないようにしていく必要があると思

っています。 

 また、既往の契約につきましても、施行日後の新しいプランが出ますと、

その新しいプランのほうが利用者にとって有利になることはかなり多く出て

くるのではないかと思っていますので、そのあたりについてはきちんと情報

提供がなされ、利用者が適切に判断をして、有利な選択、新しいプランが有

利なものであれば、そちらに乗りかえることをしていけるようにしなければ

いけないと思っています。 

 実際の販売等代理店で行われている販売チャネルが多いのはご指摘のとお

りでありまして、このあたりについても、ユーザー側だけでなくて、販売側、
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契約をする側についてどういうふうに周知をしていくのか、こちらは関係事

業者とも相談をしながら、遺漏がないように進めていく必要があると思って

おりまして、施行日に向けてきちんと対応していきたいと思っております。 

○川濵部会長  その他、ご意見、ご質問ございませんでしょうか。何分にも

これは、先ほどから話題になりましたとおり、かなり複雑な政策パッケージ

で、もしかしたら比較法的に見ても、かなり大胆な、かつ、それにもかかわ

らず、明確な数値基準で対応するというものです。先ほども申し上げたとお

り、事後の検証の困難な問題に関して取り組む極めて画期的なことですので、

今後の事後検証を含めて非常に関心も呼ぶだろうし、重要な課題だと思いま

すので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、諮問第３１１６号につきましては、お手元の答申案のとおり答

申したいと思いますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○川濵部会長  それでは、案のとおり答申することといたします。 

 

オ 電気通信事業法施行規則の一部改正（初期契約解除に伴う対価請求

費用項目の追加）について【諮問第３１１８号】 

 

○川濵部会長  続きまして、諮問第３１１８号「電気通信事業法施行規則の

一部改正（初期契約解除に伴う対価請求費用項目の追加）」について審議い

たします。 

 本件は、総務大臣から諮問を受け、６月２１日開催の当部会において審議

を行い、６月２２日から７月２２日までの間、意見招請を実施しました。 

 それでは、総務省から説明をお願いいたします。 

○梅村消費者行政第一課長  それでは、資料９８－５をお願いいたします。

目次のところにございますように、答申書（案）が１ページから、改正概要

が８ページからになっておりますので、まず、改正概要を簡単に振り返って

ご説明させていただきます。 

 ８ページでございます。１枚おめくりいただきまして、こちら、初期契約

解除に伴う対価請求項目の追加でございまして、この初期契約解除制度とい
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うのは、利用者が契約書面受領後等から８日間は電気通信事業者の合意なく

契約解除できるという制度でございまして、こちらにおきましては、契約解

除時に利用者に請求できる項目、上限額が省令で定められてございます。そ

の項目に新たに、ＳＩＭカードの提供に要する費用を追加するという内容で

ございます。 

 ９ページ、パワーポイント右肩２ページの資料でございます。ＭＮＯ各社

がＳＩＭカードの貸与に係る費用につきまして、ＳＩＭカード１枚当たりの

単価に基づき請求する運用が開始されたことを受けまして、ＭＶＮＯ各社で

は、ＭＮＯからＳＩＭカード貸与費用の請求を踏まえ、各社において設定し

た金額をＳＩＭカード発行手数料として利用者に対し請求する運用を行って

おります。 

 ２つ目の丸のところでございますが、こちらは２０１８年１０月に初期契

約解除制度がＭＶＮＯの音声通話つきサービスにも対象役務として追加され

たということでございまして、この初期契約解除の際に、ＭＶＮＯ側が負担

しているＳＩＭカード発行手数料を対価請求の項目に追加して欲しいという

要望が出され、こちらについて対応するものでございまして、３つ目の段落

にございますように、ＳＩＭカードの提供に要する費用として、初期契約解

除に伴う対価請求の項目に追加するための規定整備でございます。 

 こちらにつきまして意見招請の結果でございますが、別添２をお願いいた

します。５ページでございます。個人の方から７件の意見が寄せられてござ

います。 

 １枚おめくりいただきまして６ページでございますが、本件省令案に対す

るご意見、全体に対するものが２件ございまして、１つ目の意見はＳＩＭカ

ードの提供に要する費用として、この対価請求の項目に追加することについ

て異存はないというご意見、２つ目の意見は本改正案に賛成であるご意見と

いうことで、２件賛成の意見がございました。 

 ３から７までのご意見につきましては、本件省令案と直接関係が薄いもの

と考えられまして、こちらについては、いただいたご意見については参考と

して承りますという考え方を示させていただいております。 

 こちらを踏まえまして、１ページをお願いいたします。答申書の案でござ
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いますが、実質的な内容につきましては諮問時の案のとおりと考えてござい

ますが、条文上、技術的な修正がございましたので、別添１に用意をさせて

いただいています。２ページでございます。右側に縦に書いてございます、

仮想移動電気通信サービス、いわゆるＭＶＮＯのサービスでございますが、

こちらの定義等に関しまして、先ほど、この前の案件の諮問第３１１６号、

こちらの部分と本件の同じ文言に関する定義が異なっていたということがご

ざいましたので、こちらについて調整を行いまして、具体的には、２ページ

の上にございます第２２条２の９の第２号のところの赤字の部分の定義に修

正いたしまして、また、後段に出てくる部分、３ページの第２２条の２の１

５の部分に関しましては、無定義でこの文言を置くというような修正をさせ

ていただいたところでございます。 

 １ページに戻っていただきまして、こちらの一部改正案、修正した上で制

定することが適当と認められるという案とさせていただいております。ご審

議のほど、よろしくお願いいたします。 

○川濵部会長  ありがとうございました。ただいまのご説明について、ご意

見、ご質問はございませんでしょうか。大谷委員。 

○大谷委員  どうもありがとうございます。とてもつまらない意見で恐縮で

すけれども、いただいた意見のうち、その他の意見ということで整理されて

いる５番目の意見、物の価格を政府が決めることはそぐわないと書かれてい

て、参考として承るような考え方が述べられていますが、別に政府が決めて

いるわけではなく、単に請求ができるように変更しているということで、事

業者が価格を決めているので、政府が決めているということを認めた感じの

回答の仕方はちょっと誤解を招くのではないかと思いまして質問させていた

だきましたが、いかがでしょうか。 

○川濵部会長  どうぞ。 

○梅村消費者行政第一課長  こちらにつきましては、対価請求のできる上限

の項目を決めるということで、特にいただいた意見そのものについては指摘

をせずに、いただいたご意見については参考として承りますとさせていただ

いたところでございます。 

○川濵部会長  たしかこれは、もともと本案件とは無関係な意見です。そも
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そもご指摘のあったとおり、この意見自身がこれに対する意見になっていな

いというところがあろうかと。ご参考にというのは、一般論としてそういっ

た話はあるのかなという形で了解されればよろしいかなと思うのですけれど

も。 

○大谷委員  なるほど。関係のないということであれば了解です。 

○川濵部会長  その他、ご意見、ご質問等ございませんでしょうか。他にご

意見等ございませんようでしたら、諮問第３１１８号につきましては、お手

元の答申案のとおり答申したいと思いますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○川濵部会長  それでは、案のとおり答申することといたします。 

 

○川濵部会長  以上で本日の審議は終了いたしました。委員の皆様から全般

にかかわりまして、何かございますでしょうか。 

 事務局から何かございますでしょうか。 

○佐藤情報流通行政局総務課課長補佐  次回の電気通信事業部会につきまし

ては、来月９月２７日金曜日の午前を予定しております。委員の皆様には、

別途ご連絡差し上げますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○川濵部会長  それでは、以上で本日の会議を終了いたします。どうもあり

がとうございました。 

閉  会 


